
資料 １

「現状評価」及び「社会の将来像」現状評価」及び 社会の将来像」

に関する進め方（案）に関する進め方（案）

総務省 情報通信政策局総務省 情報通信政策局



懇談会における検討課題

○２０１１年の完全デジタル元年に向けて 総務省の情報通信政策（ｕ－Ｊａｐａｎ政策）を展開中

年 年
【喫緊の課題】

○２０１１年の完全デジタル元年に向けて、総務省の情報通信政策（ｕ Ｊａｐａｎ政策）を展開中。

○２０１１年以降の社会像を明らかにし、「成長力強化」への道筋を大仕掛けで策定すべき時期。

２０１１年

完
全

２００５年

国際的な存在感の低下

２０２０年

全
デ
ジ
タ
ル

総務省の情報通信政策（u-Japan政策）
本格的な未来型の情報社会

（ユビキタス社会）
２００５～２０１０年

ル
元
年

「いつでも、どこでも、何でも、誰でも」
ネットワークに簡単につながる社会

検討課題① 現状評価 検討課題② 社会 将来像

地域間格差の拡大

検討課題①： 現状評価
・わが国の情報通信社会の現状把握
・ｕ－Ｊａｐａｎ政策の評価

検討課題②： 社会の将来像
・完全デジタル元年以降に追求すべき社会像
・産業、技術、サービス、ビジネスモデル等の方向性

懇
談
会

検討課題③： 政策の見直し 検討課題④： 緊急的対応

「成長力強化」への道筋をオールジャパンで策定
会
の
検
討
課 検討課題③： 政策の見直し

・ＩＣＴ新成長戦略（ｕ－Ｊａｐａｎ政策の見直し）
・重点推進分野、府省連携施策等の設定

検討課題④： 緊急的対応
・成長力強化（経済成長や地域活性化）に直結する
情報通信政策のメニューの検討

課
題
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「ｕ－Ｊａｐａｎ政策」の概要

２０１０年には世界最先端の「ＩＣＴ国家」として先導２０１０年には世界最先端の「ＩＣＴ国家」として先導２０１０年には世界最先端の ＩＣＴ国家」として先導２０１０年には世界最先端の ＩＣＴ国家」として先導

２０１０年までに国民の８０％が
ＩＣＴは課題解決に役立つと

評価する社会に

２０１０年までに国民の１００％が
高速または超高速を
利用可能な社会に

２０１０年までに国民の８０％が
ＩＣＴに安心感を得られる社会に

目
標 評価する社会に

民産学官の有機的な連携
官（地公体）官 （国） 協調

利用可能な社会に

工程表とＰＤＣＡ
２００５ ２００６ （暦年）２００７ ２００８ ２００９ ２０１０

施策A

施策B
明確な

工

程
実
施

学 （学界） 民 （生活者）

産 （産業界）

①主役は民産学（官は環境整備）
②多様な主体が政策実施に参画
③適切な役割分担

施策B

施策C
成果目標

程

表

Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ

Ｐｌａｎ
（計画）

Ｄｏ
（実施）

Ｃｈｅｃｋ
（評価）

Ａｃｔ
（改善）

フィードバック

施
の
在
り
方

ｕ
ー
Ｊ政

ﾕﾋﾞｷﾀｽﾈｯﾄﾜｰｸ整備
有線・無線のシームレスなアクセス環境の整備 ＩＣＴによる先行的社会システム改革

ＩＣＴ利活用の高度化 利用環境整備
「影」に関する課題の整理・明確化

産 （産業界）

Ｊ
ａ
ｐ
ａ
ｎ

政
策
パ
ッ
ケ
ー

ﾈｯﾄﾜｰｸ･ｺﾗﾎﾞﾚｰｼｮﾝの基盤整備

ブロードバンド基盤の全国的整備

実物系ネットワークの確立

ｺﾝﾃﾝﾂの創造・流通・利用促進

ＩＣＴ人材活用

ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝの導入促進

ＩＣＴ安心・安全２１戦略の推進

ユビキタスネット社会憲章の制定

顕在化しつつある重要な課題への対応

国際戦略： 国内にとどまらず、国際的な市場やネットワークを視野に入れた政策を推進（アジア・ブロードバンド計画の推進によりアジアを世界の情報拠点に）ー
ジ

現

技術戦略： 重点分野の研究開発や標準化を戦略的に推進するとともに、持続的発展に向けたイノベーションを促し、国際競争力を高める

４５％の利用者がＩＣＴが
問題解決に役立つと評価

およそ１割の自治体において
ブロードバンドサービスが未提供であり

利用者の約３分の１が、

状
問題解決に役立つと評価、

用途はウェブサイト閲覧等に限定
ブロ ドバンドサ ビスが未提供であり、

地域間格差が存在
インターネット利用に不安感

２００５年までに世界最先端のＩＴ国家となる ２



１ 「現状評価」に関する進め方

（１） 現状評価を行う趣旨

我が国の成長力強化に向けた道筋を検討し 新たな政策を策定するにあたり我が国の成長力強化に向けた道筋を検討し、新たな政策を策定するにあたり、
現状の政策を客観的かつ包括的に評価するため、u-Japan政策で目標を示した、
① ユビキタスネットワーク整備、② ICT利活用の高度化、③利用環境整備、
の３項目に関し、詳細な評価分析を実施する。

（２） ICTに係る現状評価の方法等（２） ICTに係る現状評価の方法等

①について、国際機関等で公表された統計データを利用して、独自の分析を行う。
②③について、インターネット調査[回収目標：約２千]を実施し、利用者・有識者を含めた
評価を行う。評価を行う。

（３） スケジュール

①について、国際比較したデータは、総務省により報道発表[3月18日]。
②③について、 調査結果を分析のうえ、4月下旬に報道発表を予定。②③ 、 調査結果 分析 う 、 月下旬 報道発表 予定。

３



１－①ユビキタスネットワーク整備

U J 政策で示した目標 年ま に国民 が高速又は超高速を利用可能な社会にU-Japan政策で示した目標 2010年までに国民の100％が高速又は超高速を利用可能な社会に

現状評価 総論 ブロードバンド（ ＢＢ：高速又は超高速）の利用可能な国民は、９５．８％（０７年末）

2010年度政府目標年 月末

ＢＢの整備状況（サービスエリアの世帯カバー率推計）

年 月末 年 月末

ＢＢ全体 100％
（ブロードバンド・ゼロ地域の解消）

2010年度政府目標2007年3月末

93.9％
（4,733万世帯）

2006年3月末

95.2％
（4,863万世帯）

95.8％
（4,953万世帯）

2007年12月末

出典： 総務省調査出典： 総務省調査

現状評価 各論
１ 評価分野と評価指標１ 評価分野と評価指標
ユビキタスネットワークとしてのインフラ基盤の整備状況について、以下の6分野、12指標で国際比較。

6分野 ①利用料金 ②高速性 ③安全性 ④モバイル度 ⑤普及度 ⑥社会基盤性

２ 評価結果 【資料２日本のＩＣＴインフラに関する国際比較評価レポート概要 を参照】

12指標 ①電話基本料金
②ＢＢ料金

③光ファイバー比率
④ＢＢ速度

⑤安全なサーバ数
⑥Ｂｏｔ感染ＰＣ台数

⑦3Ｇ携帯率
⑧携帯電話普及率

⑨インターネット普及率
⑩ＢＢ普及率

⑪インターネットホスト数
⑫ＩＣＴ投資割合

２ 評価結果 【資料２日本のＩＣＴインフラに関する国際比較評価レポート概要 を参照】

４



１－② ＩＣＴ利活用の高度化

U J 政策で示した目標 年ま に国民 が は課題解決に役立 と評価する社会にU-Japan政策で示した目標 2010年までに国民の80％がＩＣＴは課題解決に役立つと評価する社会に

現状評価 総論 ＩＣＴが課題解決に役立つと評価する国民の割合 【アンケート回答を集計】

現状評価 各論

現状評価 総論 ＩＣＴが課題解決に役立つと評価する国民の割合 【アンケ ト回答を集計】

現状評価 各論

１ 評価分野と評価方法

利用したことがあるＩＣＴについて、役立つと評価する程度について、下記の10分野で質問。

①医療・福祉分野 ②教育・人材分野 ③就労・労務分野 ④行政サービス分野 ⑤文化・芸術分野 ⑥企業経営分野
⑦環境・エネルギー分野 ⑧交通・物流分野 ⑨安心・安全分野 ⑩電子商取引分野

２ 課題の抽出
(1) 利用したことがあるＩＣＴについて、より役立つための課題項目として、 10

医療・福祉

【レーダーチャートのイメージ】

(1) 利用したことがあるＩＣＴについて、より役立つための課題項目として、
下記の6項目について質問。
①身近での提供 ②利用料金 ③利用手続 ④セキュリティ ⑤使い勝手 ⑥その他

(2) 利用したことがないＩＣＴについて、その理由について、以下の6項目について質問。 1
2
3
4
5
6
7
8
9

教育・人材

就労・労務安心・安全

電子商取引

(2) 利用したことがないＩＣＴについて、その理由について、以下の6項目について質問。
①必要性 ②身近での提供 ③利用料金 ④利用手続 ⑤セキュリティ ⑥その他

３ 評価結果の取りまとめイメージ
分野別の役立ち度等について評価結果を、レーダーチャートにプロットし、利活用が

0

行政サービス

文化・芸術環境・エネルギー

交通・物流

分野別の役立ち度等に て評価結果を、レ ダ チャ トにプ ットし、利活用が

遅れている分野を整理するとともに、利用されている又は未利用のＩＣＴ分野の課題を
明らかにする。

文化 芸術

企業経営

環境 エネルギ

５



１－③利用環境整備

U J 政策で示した目標 年ま に国民 が に安心感を得られる社会にU-Japan政策で示した目標 2010年までに国民の80％がＩＣＴに安心感を得られる社会に

現状評価 総論 安 感 割 【 答 集 】現状評価 総論 ＩＣＴに安心感を得ている国民の割合 【アンケート回答を集計】

現状評価 各論
１ 評価分野と評価方法

安心してＩＣＴが利用できるかについて、下記の10分野について、質問。

①プライバシーの保護 ②情報のセキュリティ確保 ③電子商取引環境の整備 ④違法・有害コンテンツ、迷惑通信への対応
⑤知的財産権への対処 ⑥新たな社会規範の定着 ⑦情報リテラシーの浸透 ⑧地理的ディバイドの克服
⑨地球環境や心身の健康への配慮 ⑩サイバー社会に対応した制度・慣行の整備

【レーダーチャートのイメージ】

２ 課題の抽出
上記の10分野から、下記の課題が発生していると思われるものを選択。

(1) 社会的にみて影響の大きい問題や被害
(2) 法制度整備や技術開発等による対応の遅れ 3

4
5
6
7
8
9

10
プライバシーの保護

情報のセキュリティ確保

電子商取引環境の整備
地球環境や心身の健康

配慮

サイバー対応制度・慣

行の整備

( ) 法制度整備や技術開発等 よる対応 遅れ

３ 評価結果の取りまとめイメージ
分野別の安心度等について評価結果を、レーダーチャートにプロットし、

安心度の低い分野を整理するとともに、社会的影響度が高い或いは対応が

0
1
2
3 電子商取引環境の整備

違法・有害コンテンツ、

迷惑通信への対応

知的財産権への対処情報リテラシーの浸透

地理的デバイドの克服

への配慮

安心度の低い分野を整理するとともに、社会的影響度が高い或いは対応が
遅れていると認識されている課題を明らかにする。

知的財産権 対処

新たな社会規範の定着

情報リテラシ 浸透

６



２ 「社会の将来像」に関する進め方

（１） 社会の将来像を検討する趣旨

我が国の成長力強化に向けた道筋を検討し、具体的に示すため、
「完全デジタル元年」以降の社会像について「完全デジタル元年」以降の社会像について、
① 2015年までに実現が見込まれるＩＣＴ関連の技術等
②デジタル元年以降の生活・産業面での社会像に関する国民や有識者の意識等
を整理し、具体化を図る。具

（２） 国民意識調査の方法等（２） 国民意識調査の方法等

①について、公表された資料を基に総務省において整理する。
②について、インターネット調査[回収目標：約２千]を実施し、利用者の意向を把握
するとともに 有識者ヒアリングを行うするとともに、有識者ヒアリングを行う。

（３） スケジュール

①について、3月中を目途に作成。
②について 4月上旬に1次案を作成し 5月末中を目途に確定②について、4月上旬に1次案を作成し、5月末中を目途に確定。

７



２ー① デジタル元年以降の社会像 ー技術イメージー

2015年を念頭にＩＣＴ関連の主な製品や技術を具体化

戦略プ グラム 等の ビキタ 社会に向けた研究開発の進展動向を踏まえ・ ＵＮＳ戦略プログラム(注)等のユビキタス社会に向けた研究開発の進展動向を踏まえつつ、
実現可能性の高い技術を活用した具体的なＩＣＴの利活用のイメージを構築。

注 「UNS」とは、「ユビキタスネットワーク社会 （the Ubiquitous Network Society） 」に向けた重要研究開発・戦略プログラムの頭文字を取った略称。

・ 技術の実現可能性に加え、市場ニーズの動向[可能であれば定量的に把握]に留意。

・ 技術を具現化した具体的製品・サービスのイメージを整理。

【取りまとめイメージ】

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016
製品・サービス 主たる要素技術のロードマップ

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016

ディスプレイ

37～65ｲﾝﾁ ﾊｲﾋﾞｼﾞｮﾝ
（1080P FHD）

ﾌﾟﾗｽﾞﾏ
32～103型 ﾌﾟﾗｽﾞﾏ32～120型

70ｲﾝﾁ以上のﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ
（2k×4k）

3Dﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ（3次元空間へ
の3次元画像投影技術）

～100ｲﾝﾁ級のﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ
（走査線数4k×8k）

有機EL
30～60ｲﾝﾁ新聞や広告（ポスター）に

利用可能なフレキシブルシート

～100ｲﾝﾁ級の
ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ

ﾅﾉﾃｸ応用
電子ﾍﾟｰﾊﾟｰ

ｽﾀﾃｨｯｸﾍﾟｰﾊﾟｰﾒﾃﾞｨｱ
解像度200PPI

利用可能なフレキシブルシート

ディスプレイ、より高精細な大型

（70インチ以上）ディスプレイや
３D表示ディスプレイ

ﾀﾞｲﾅﾐｯｸﾍﾟｰﾊﾟｰﾒﾃﾞｨｱ
解像度300PPI

ｱｸﾃｨﾌﾞﾍﾟｰﾊﾟｰﾒﾃﾞｨｱ
解像度300PPI

有機EL30～40型
（ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙ基板）

ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙｼｰﾄ
ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ

有機EL40～60型
（ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙ基板）

基盤ｶﾞﾗｽ
薄型化

ﾌﾟﾗｽﾃｨｯｸ
基板

８

電子ﾍ ﾊ
ﾒﾃﾞｨｱ ｺﾝﾄﾗｽﾄ比8:1

ﾍﾟｰｼﾞ切替1秒
ｺﾝﾄﾗｽﾄ比12:1
ﾍﾟｰｼﾞ切替0.3秒

ｺﾝﾄﾗｽﾄ比30:1（ｸﾞﾗﾋﾞｱ並）、反射率60%
動画対応

出典：技術戦略ﾏｯﾌ2005,2007
（経済産業省）を基に総務省作成



２ー②ーⅠ ﾃﾞｼﾞﾀﾙ元年以降の社会像 ー生活面ー

ｕ－Ｊａｐａｎ政策策定時の将来イメージ（生活面）ｕ Ｊａｐａｎ政策策定時の将来イ ジ（生活面）

2015年を念頭に、生活面で期待されるＩＣＴの利用イメージを具体化

イ タ ネ ト調査を実施・ インターネット調査を実施
ＩＣＴの利用イメージに対する実現への期待度について、下記の10分野毎に把握。
①医療・福祉分野 ②教育・人材分野 ③就労・労務分野 ④行政サービス分野 ⑤文化・芸術分野
⑥企業経営分野 ⑦環境・エネルギー分野 ⑧交通・物流分野 ⑨安心・安全分野 ⑩電子商取引分野

・ 有識者へのヒアリング調査を実施
期待度の高い分野・利用イメージのうち、実現性が高いものを精査し、具体化する。

９



２－②ーⅡ ﾃﾞｼﾞﾀﾙ元年以降の社会像 ー産業面 ー

ｕ－Ｊａｐａｎ政策策定時の将来イメージ（産業面）ｕ Ｊａｐａｎ政策策定時の将来イ ジ（産業面）

2015年を念頭に、産業面で期待されるＩＣＴによる変革のイメージを具体化

・ 有識者へのヒアリング調査を実施有識者へのヒアリング調査を実施
・ 成長力につながる実現性が高いものを絞り込み、産業像の具体的イメージを構築。
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